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はじめに 

 

「一滴の油、これを広き池水に点ずれば、散じて満池に及ぶとや」 

杉田玄白が回想録で語ったと伝えられるこの言葉は、新たな一歩を踏み出すこ

との重要性を、油が散り拡がるさまに喩えて表現したものである。「一滴の油」

が池の隅々まで走り広がる様子は、いみじくも、日本「油」脂産業が人々のくら

しの各所に速やかに行き届き、発展を遂げていった姿と重なる。 

油脂産業の中でも特に製油産業は、一次産業である農業との関連性が密接であ

る。農業で得た植物を原料とし、有用性の高い二次産品に変える。得られた油脂

の展開用途は時代とともに多様化し、食品から家庭品・燃料に至るまで今や無数

に存在する。 

我々は、日本農業と日本油脂産業が将来的に共に成長をしていくために、両産

業の日本の強みを最大限に活かした新規事業モデルを構築することを考察した。 

今回、両産業を繋ぐ“ブリッジ”として着眼した素材は、植物種子から植物油

を得る際に副製される油粕である。油粕は、天然物由来の安心素材であり、良質

のタンパク質を多く含むために栄養価が高く、しかも安価であるという特長を有

する。現在の主たる用途は家畜用飼料であるが、日本独自の高度発酵技術を導入

し、この油粕を高機能かつ安心な農業用肥料に転化することによって、より差別

性のある高付加価値農産物の栽培が可能になると考えた。 

新規事業モデルを通じて我々が見据えるのは、グローバル農産品市場である。

日本農業はこれまで「食糧自給」という問題に向き合い、国内市場へ大きな貢献

を成し遂げてきた。これまで培ってきた知恵と経験を、急速に発展していく世界

の国々の豊かさ創出にも役立て、貢献の幅を飛躍的に拡大できると考える。 

グローバル貢献の実現可能性を検証するにあたり、我々が要諦と睨んだのは、

収益性である。近年、戦略的農業システムの１つとして、植物工場と呼ばれる形

態が耳目を集めている。しかし、植物工場の実情を調査した報告によれば、多く

の事業体で収益性に重篤な課題を抱えていることが明らかになっている。資材の

コスト削減だけでは抜本的解決に至らず、やむなく閉業する例も少なくない。そ

こで、システム自体を高収益構造とすることが重要と判断し、「どんな農産物を、

どんな栽培方式で、どの程度の収量で確保し、年間に何回栽培して、幾らで販売

するか」という５つの要素により、モデルを具体的に構築し、実現可能性を検証

した。 

以下、我々が目指す新規事業モデルを「Mutant Agro-System」と称し、日本農
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業と日本油脂産業が共に成長していくための方策を提案する。 

 

第１章 日本の製油産業の浮沈を握る課題 

 

１－１ 日本の製油産業の停滞原因と将来懸念 

 

日本の植物油生産量の経年推移を図１に示した 1。1960 年の 42.6 万トンから持

続的に伸長し、2000 年には 186.2 万トンに到達している。高度成長期からの 40

年間で 4 倍以上に成長し、豊かさ創出や産業発展に大きく貢献したと言える。 

しかし 2000 年代から生産量は漸減し、2015 年には約 169 万トンと 1990 年頃の

水準にまで後退した。産業停滞の原因を推し量るにあたり、まず予想したのが、

食油摂取量の減衰との関連性である。日本国民一人が一年間に摂取する植物油量

(粗食料)を調査したが(図 1) 1、2000 年以降は減少しておらず、日本国内の植物

油需要との直接的相関は薄いと考えた。そこで、原料価格や原料供給に変化が生

じた可能性を予想して油種別の生産量内訳を調べた(図 2)1。生産量 1 位の菜種油

は 2000 年以降も数量が伸びており、植物油トータルの生産量の減少には関与し

ていない。一方、菜種油に次いで生産量が多い大豆油は、約 70 万トンから 40 万

トン前後まで大きく減少していた。他の油脂種に大きな変化が認められないこと

から、国内油脂生産量の減少の主たる要因は大豆油だと考えられた。 

大豆油に着眼して更に植物油産業を取り巻く状況を調査した結果、近年、驚く

ほどマクロ環境が変化していることが分かった。最も重要な背景因子として浮か

び上がってきたのが、搾油副産物である大豆油粕の国際流通事情である。 

油粕とは、油糧作物から溶剤抽出や蒸熱圧搾により油分を取り出した後に得ら

れる褐色固体である。大豆油粕は主に家畜用飼料(約 8 割)として、菜種油粕は主

に農業用肥料として利用されている。日本エネルギー経済研究所の報告するマテ

リアルフローによれば、菜種種子 100Kg から菜種粗油 36Kg と菜種油粕 54Kg が、

大豆 100Kg からは大豆粗油 17.3kg と大豆油粕 65.9kg が得られる 2。植物油粕は

副産物と位置づけられてはいるが、生産量は食油の 1.5 倍～約 4 倍に及び、金額

ベース(＝単価×販売量)で考えると食油以上の売上規模となる 3。 

近年、この植物油粕の流通事情に大きな変化が起きている。中国からの輸入量

が増大し、2009 年を境に国産油粕の流通量を輸入量が上回る状況となった(図 3)4。

中国はかつて世界的な大豆生産国であったが、輸入自由化政策により世界一の大

豆輸入国へと転身した。沿岸地域に拠点を構える世界的搾油メーカーが、圧倒的
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規模で食油生産／油粕生産を展開し、近隣諸国へも輸出展開している 3。日本国内

の大豆油生産量が減少し始めた時期と、中国が大豆輸入国へと転身した時期はほ

ぼ同一と見られることから、大豆油粕の国際的な流通構造変化が日本の搾油メー

カーの生産性低下を引き起こし、国産大豆油粕の出荷停滞へ繋がったと推測する。

実際に韓国や台湾では、中国からの輸入植物油に市場を席巻され、国内の搾油メ

ーカーはほぼ全て撤退をしている状況である 3。油粕輸入量が増加した日本が韓

国・台湾と同じ道筋を辿らないようにするためにも、付加価値の高い油粕利用を

考えていく必要がある。 

 

１－２ 「４Ｆ」視点で考える植物油粕の高付加価値転換策 

 

植物油粕の長所を活かす研究には多くの報告例がある。バイオマスの再資源化

の 戦 略 議 論 手 法 で あ る 「 ４ Ｆ 」 「 Food( 食 料 )/Feed( 飼 料 )/ Fuel( 燃

料)/Fertilizer(肥料)」に倣って(図 4)5、植物油粕の再資源化／高付加価値化の

方向性案を整理した。 

(a) “Food(食料)”としての有用性 

一般的な植物由来資源と比較し、植物油粕は良質なタンパク質を多く含む(粗

タンパク量は、菜種油粕が約 37％6、大豆油粕が 48％7)。このタンパク質の持つ

栄養学的価値を人類の食文化発展に利用する多様な産業活動が、日本では既に行

われている(図 5)8。豆腐・豆乳の製造や食品加工分野(味噌・醤油等)はその代表

例である 9。また、植物油粕から抽出・精製したタンパク質は食肉用調味料などに

活用されている。 

(b) “Feed(飼料)”としての有用性 

家畜・家禽・養殖魚等の生育に必要となる良質なタンパク質源として大豆油粕

が広く用いられている。BSE 発生で肉骨粉の使用が制限される中、大豆油粕の飼

料としての重要性は増していると言える。 

ただし、国産の植物油粕と輸入品の植物油粕とでは、飼料としての品質は差が

ないと言われており 3、国産植物油粕の高付加価値化は難しいと考えられる。 

(c) “Fuel(燃料)”としての有用性 

菜種油粕の燃焼材としての可能性を議論した報告がある 10。木質系バイオマス

の発熱量が一般に 4800kcal/Kg 程度とされる中、菜種油粕は 5100kcal/Kg とそれ

を上回るが、突出して高いわけではないため燃料としての有用性は高くない。 

(d) “Fertilizer(肥料)”としての有用性 
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菜種油粕が昔から肥料として活用されている理由は、その成分組成にある。農

業・食品産業技術総合研究機構(農研機構)の資料によると、植物油粕は、他の植

物由来資源と比較して窒素・リン酸・カリの含有率が高く、有機態窒素の無機化

特性の指標となる C/N 比が小さい。つまり、肥料としてのポテンシャルが非常に

高い 11。 

加えて、微量成分の含有量にも注目すべき特長があり、Mg・Ca・硫黄のような

多量元素や、ホウ素・マンガン・亜鉛・銅などの微量元素をバランスよく含む(表

1 および表 2)。“農芸化学の父”と称される Justus Freiherr von Liebig(1803-

1873)が提唱した「リービッヒの最少律」によると、植物の生育には図 6 に示す計

16 種の元素が全て必要であり、いずれかの元素が不足すると成長が滞る 12。植物

油粕は必須 16 元素をバランスよく含有し、有機質肥料としての有用性が高い。 

しかし、一度に多量施肥すると土壌中で酪酸等の有機酸を発生し、発芽障害や

生育阻害・連作障害を引き起こすという課題がある。これを回避するため、少量

施肥やぼかし肥(予め発酵させた後に施肥する方法)が用いられるが、これらの方

法は窒素の損失が大きい。植物油粕を用いる意味そのものが失われており、本末

転倒である 13。 

 

以上、植物油粕の高付加価値化の方向性を「４Ｆ」視点で模索した結果、Food/ 

Fertilizer の２視点で、独自価値を生み出せる可能性が見えてきた。特に

Fertilizer 分野では、油脂産業界の技術を組み合わせることで油粕の新しい価値

を生み出せる可能性があると考えた。それが本論文の主題である「光合成細菌に

よる油粕の有用肥料への変換」である。 

 

第２章 日本農業が見据えるべき未来社会 

 

２－１ 変化を先導する産業で在り続けるために 

 

図 7 左に日本の農業産出額の推移を示す 14。高度成長期には 100 兆円を超えて

いたものの年々減少し、最近では GDP に占める農業の割合が 1%未満となってい

る。最盛期と比較して農地面積は 24％減、農業従事者は 79％減。また、耕作放棄

地は東京都の 1.8 倍に相当する 39 万 ha にも拡大している。 

この背景には 3 つの要因があると推測される(図 7 右)。1 つ目は「生産環境の

変化」で、労働者の高齢化、担い手不足、気候変動・自然災害、エネルギーコス
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トの高騰、政策転換などである。2 つ目は「流通環境の変化」である。迅速な輸

送手段が発達して遠隔地からも新鮮な商品が届くようになり、産地間の品質差は

僅かとなって、”旬”の時季に限らずに一年を通じて農産物が市場に出回る。一

部作物では供給飽和が定常化し、価格下落を引き起こしていると推察される。ま

た、ボーダーレスという意味では、国外からの農産物流入の動向も軽視できない。

各国との FTA 締結の議論が進行して輸入障壁が引き下げられると、国産農産物の

消費の場が一部奪われることになる。日本農業は、工業分野などと同様、国内市

場だけでなく海外市場まで見据えて、次世代農業システムを構築せねばならない

時期に来ていると言える。3 つ目は「消費者の変化」である。日本国内では、あ

らゆる市場で二極化が進行している。汎用商品は価格が重視される一方、高付加

価値品と認めたものに対しては出費を厭わない傾向にある。農産物市場でも、特

に健康や美容に関連する高付加価値品が出現している。味の良さや外観の秀逸性

に加えて、健康状態を整えたり疾病を予防したりする農産物が生み出され、ブラ

ンド名を冠して高価格で販売されるようになった。また、商品品質の中で、「安

心・安全」がますます重要になってきている。 

農業は、こうした数々の環境変化に向き合い、課題解決に取り組んできたが、

複数の課題が相互に絡み合っており、抜本的解決には相当な時間を要すると予想

される。その間にまた新たな環境変化が起こり、このままでは、日本の農業が「変

化を先導する産業」ではなく、「変化を後追いする産業」でしかなくなると懸念

している。 

日本農業が変化を先導する産業で在り続けるために最も重要なことは、これま

でに獲得してきた高度な技術と幅広い知見・経験という強みを最大限に活用しな

がら、ボーダーレスな未来市場に向けて独自価値を持った農産物を生み出してい

くことである。そこで我々は、それを実現するための方策として、日本農業が伝

統的に培ってきたノウハウを最大限に利用できる植物工場に着眼し、養液栽培形

式による新しい農産システムの構築を着想した。 

 

２－２ 非コモディティ農産物による植物工場リステージの必要性 

 

 日本国内の植物工場数は、2009 年の農地法改正や、農林水産省が主導するプロ

ジェクト（例：次世代施設園芸導入加速支援事業）等の後押しにより、増加の一

途を辿っている 15。植物工場業界が活況であること(図 8)の背景には、栽培技術

や品種改良技術など、ソフト面の資産を最大限に活用しつつ、新たな土地や設備・
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担い手の条件などの制約なく農業を開始できるという点が挙げられる。例えば、

自動車会社が、自社工場の排熱を利用してパプリカ生産に乗り出し、将来的には

国際的な販売網を利用して海外展開を目論んでいることも報じられている。矢野

経済研究所の調査によると、今後も植物工場の野菜生産額は伸長する見込みであ

り、2015 年から 2025 年の 10 年間で約 3 倍になると予想されている 15。 

 植物工場のメリットとしては、「周年的に安定した生産が可能（４定：定時・

定量・定質・定価格）」「土地を選ばない(都市部や汚染土壌地域などでも実現可

能)」「自然災害や気候変動の影響を受けにくい」「土壌を使用しないために、土

壌由来の農作物汚染がない」「土耕栽培でよく見られる連作障害がない」などが

挙げられる。 

 一方で、最も大きな課題は、採算性である。イニシャルコスト(施設・装置)や

ランニングコスト(光熱費・人件費等)が嵩み、収益を確保できていない事業体が

多いことが調査からわかっている 15。健康への関心が高まる中で植物工場だから

こそ生産可能な機能性野菜(低カリウムレタス・高リコピントマト等)の栽培例も

増えているが、事業収益を本質的に好転させる程の売上増大には至っていない。

生産システムの効率化を通じた各事業者のコスト削減努力や、新規産業が軌道に

乗るまでの過渡期間を支援する国や自治体からの補助金などで、採算を確保して

いる状況である。「植物工場システムを導入しさえすれば、明るい未来が広がる」

という楽観的なものではない。 

海外では植物工場システムで大きな成功を収めている国があることはよく知

られている。代表例はオランダである 16。オランダは、国土面積が日本の 1 割ほ

ど(415 万 ha)であるが、農産物の輸出額はアメリカに次ぐ第 2 位の 893 億ドル(日

本の約 28 倍)である。国の主導で大規模な植物工場施設を建設し、大学などの研

究機関を併設して最先端の品種改良技術や IT 技術を積極的に投入しながら、ト

マトやパプリカ・花卉などの特定品種を大量に栽培し、単価を安く抑える戦略が

奏功している。生産された農産物は、先進的な流通網に乗って、いち早く欧州各

地の市場に運ばれる。まさに、農業を二次産業的に設計して成功した好例である。 

では、これに倣い、トマトなどの果菜類を大規模施設で集約的に栽培すれば、

日本も成功できるであろうか。我々の答えは否である。オランダと日本では、周

囲を取り囲む海外諸国の市場環境が異なる。東アジア地域には中国という巨大農

業国が存在する。日本が先端技術を注ぎ込んでトマトやレタス・パプリカといっ

た植物工場野菜に機能性・高品質感を賦与し、独壇場を築こうとしても、中国の

大量生産農業による追随を受け、コモディティ市場に埋没してしまうであろう。
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従って、日本における植物工場では、非コモディティ農産物での新市場開拓にチ

ャレンジする必要がある。 

今回、我々がゴールとしたのは、「日本にしか実現できない高付加価値農産物

を低コストで生産し、国内／海外に、安定的に供給できる農産システムの構築」

である。従来型植物工場の最適化ではなく、大胆に、植物工場のリステージを狙

うものである。 

 

２－３ 「最高の味」と「究極の安心」の両立による唯一価値の創出 

 

 日本にしか実現できない高付加価値農産物とはどんなものか。これまで日本農

業は、肥えた舌を持つ日本社会向けに追求を重ね、「味覚体現」の強みと、微に

入り細を穿つ「安心」への配慮で、他国には真似できない農産物を数多く生み出

してきた。宮崎県のマンゴー「太陽のタマゴ」、青森県や山形県、岩手県の最も

糖度の高いリンゴ「世界一」、熊本県や愛媛県のデコポン「ＳＵＭＯ」など世界

に誇れるものが多くある。 

 そんな中で今回、我々は夕張メロンに代表されるメロンに着眼した。メロンは、

植物工場での養液栽培が可能な作物でありながら、植物工場品はまだ殆ど流通し

ていない状況にあり、今後の発展可能性を秘めている。日本国内では誰もが認め

る高級果実で、近年一部の海外市場で名声を獲得し始めており、特に中東地域で

は、日本のハウス栽培メロンが現地富裕層を対象に日本国内以上の高値で販売さ

れている(図 9)17。これまでの輸出相手国であった香港・台湾などのアジア諸国へ

の輸出も増加している。もしもメロンが「最高の味」と「究極の安心」を両立し

た栽培方法で生産できれば、国内外の市場を見据えた画期的な植物工場リステー

ジとなるであろう。 

 

第３章 油粕を起点とした高付加価値農産物栽培システム 

 

３－１ 養液栽培での甘味追求における有機肥料の重要性 

 

 植物が成長するためには窒素、リン酸、カリ、マグネシウムといった元素が必

要である。土耕栽培では、土壌がその元素の供給元となるが、養液栽培では培養

液がその役割を担う。培養液は、硝酸カルシウム・硝酸カリウム・リン酸アンモ

ニウム・硫酸マグネシウム等の無機肥料を特定の比率で混ぜて調整されている。
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代表的な果菜の養分吸収比を考慮して各種無機肥料の配合率を決めた標準的な

「園試処方」や、作物品種ごとに最適な養分比が設定された「山崎処方」が知ら

れている(図 10)15。 

 無機肥料は水溶性が高いために植物に吸収されやすく即効性に優れ、コスト面

でも有機肥料より有利である。土耕栽培で過剰に施肥をすると土壌障害を引き起

こすが、養液栽培ではその心配もなく、無機肥料を有効に利用することができる。 

一方、「最高の味」を実現するには、生育中にいかに多くの糖質やアミノ酸を

植物内に蓄えさせるかが課題であり、必要な栄養素を植物に与える上で有機肥料

がとても大切である。愛媛大学の福山は、溶液栽培におけるメロンの甘味は「糖

分含量」ではなく「アミノ酸含量」に由来するという報告をしている（表３、表

４）18。NFT(薄膜流水式)で栽培されたメロンの糖度(Brix 値)と糖類(フルクトー

ス／グルコース／スクロース)およびアミノ酸との関連性を調べたところ、メロ

ンの甘さは総アミノ酸量と高い相関関係があることが分かった。アミノ酸が味覚

に大きな影響を与えることは、醤油・味噌・納豆・鰹節など古来より人智が獲得

してきた技術でよく知られているが、メロンの甘さにも関係があるとは驚くべき

ことである。「最高の味」を目指す上でアミノ酸が重要であり、そのためには有

機肥料が有効であると考えた。さらにその肥料の種類、与え方などアミノ酸を植

物に効率的に蓄えさせる技術が確立できれば、独自性・差別性の源泉となると考

えた。 

 

３－２ ＡＬＡ(５-アミノレブリン酸)による光合成活動の促進 

 

アミノ酸をメロン内部に効率よく蓄えさせるにはどうすればよいか。植物は、

根から吸収した無機養分を炭水化物(糖)と反応させることでアミノ酸を生合成

する 19。アミノ酸の原料となる炭水化物(糖)は、光合成で作られる(図 11)。つま

り、「根からの養分吸収」と「光合成による炭水化物取得」の 2 つがアミノ酸蓄

積に重要である。 

植物の光合成の速度は、光の強さと明確な相関を有する 15 ことから、植物工場

における光エネルギーの強化が有効であるが、エネルギーコストの増大による収

益性悪化が懸念される。そこで、光合成を活発化させる他の手段を模索した。 

光合成の主体は、葉緑体に含まれるクロロフィルである。クロロフィルが増加

すると、植物の光合成を発動する“エンジン”が増強する。図 12 に示すように、

クロロフィルは、グルタミン酸を出発物質として、5-アミノレブリン酸(ＡＬＡ)
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およびポルフィリン誘導体を経由しながら多段階合成されることが知られてい

る。これに関してコスモ石油株式会社の田中らは、一連の合成反応の中でＡＬＡ

合成が律速段階であることを報告している 20。それだけでなく、外部からＡＬＡ

を与えることでもクロロフィル合成は加速され、光合成が活発化するという知見

も見出している。以上の知見をもとに我々は、「ＡＬＡ投与による光合成活動の

促進」を通じて、メロンの甘味増強のためのアミノ酸量の増大を実現できると確

信した。 

 

３－３ ＡＬＡ／光合成細菌／放線菌の融合がもたらす高次効果 

 

油粕を出発原料としてＡＬＡを多量に含む液肥を生産するために、微生物を活

用した高度発酵技術に着目した。 

近年、様々な分野でＡＬＡの有効性研究が進められている(表 5 および図 13)21。

医療やエネルギーなどの末端用途開発と並んで研究が深められているのが、発酵

テクノロジーを駆使した生産技術分野である。数ある報告の中で、光合成細菌と

いう微生物がＡＬＡの大量産生に効果的であるということがわかった。光合成細

菌は、田んぼの土壌や水、池や沼の泥などに多く存在する細菌で、光エネルギー

を用いて無機硫黄化合物や有機物を分解する作用を持ち、汚水浄化等に寄与する

19。この光合成細菌を油粕と混合して適切な環境下で発酵させることにより、クロ

ロフィルの前駆体であるＡＬＡを多量に含んだ液肥が製造可能と考えられる。 

植物工場にて、メロンに養分を投与する際には、発酵液からＡＬＡだけを単離

したＡＬＡ水溶液を施肥するのではなく、光合成細菌と混合している状態のまま

で施肥することを考えている。なぜなら、下記のように光合成細菌そのものも植

物の栽培に重要な役割を果たしうるからである。 

①植物の根周辺で有機物が分解されると、低級脂肪酸/アミン/硫化水素等の

有害物質が多量生成し、根からの養分吸収を阻害することが知られている

が、光合成細菌は、代謝により有害物質を分解し、植物の生育環境を改善す

る(図 14)19。 

②光合成細菌は、菌体内にビタミン／アミノ酸／色素などを豊富に含む（表

6）。それらの成分は作物の体内に直接取り込まれ(図 15)、葉や果実の色味

や栄養価等を改善させる 19。 

③光合成細菌は増殖速度が非常に速いが、その光合成細菌をエサとし、放線菌

という別の土壌微生物のはたらきが活性化される。放線菌は、ストレプトマ
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イシンなどの抗生物質(図 16)を産出する有用微生物で、放線菌のはたらき

が活発化すると、植物の生育を阻害する拮抗微生物のはたらきを抑制でき

るため農薬が不要になる 19。（植物工場では病害発生がしばしば大きな課題

となる。一度発生すると、設備全体が汚染され、事業的に大打撃を被る。） 

④光合成細菌は、人・動物・環境に対して、非常に安全である。過剰使用して

も問題はなく、副作用も認められない 19。 

このように、光合成細菌を利用したＡＬＡ産生／放線菌活性化は、高品質メロ

ンを養液栽培形式で生産する上で有用である。「日本農業界と日本油脂産業界を

跨ぐブリッジとなる」ことに加え、安心・信頼という価値の獲得にも貢献できる。 

 

３－４ 高品質農作物の多収に向けた最先端知見 

 

前節では日本しか実現できない高品質・高付加価値として、光合成細菌の発酵

技術による「味」と「安心感」に言及したが、多収体制の構築も重要な課題の一

つである。近年、東京都町田市にある中小企業が「町田式水耕栽培システム」と

呼ばれる全く新しい栽培方式を考案した。静岡県の温室メロンは、一株につき果

実一個だけを実らせて栄養分を凝縮する高品質化手法を取っているが、町田式シ

ステムでは、驚くべきことに１株当たり 40 個のメロンを収穫することが出来る

22。 

町田式水耕栽培システムの概要を図 17 に示した。従来の水耕栽培槽は、培養液

が対角線方向に流れるよう設計されていた。水槽の中央に位置する株から徐々に

根が伸び始めるが、水流が一方向であるため、根は下流に向かって一様に延びて

いく。一定の繁茂状態に達すると、周縁部の根には養分や酸素が十分に届くが、

繁茂した中央付近の根にはそれらが行き届かなくなる。このことによって根と地

上部の成長が停滞してしまい、果実の高品質化が難しくなるばかりか、病害発生

が起こりやすくなる。町田式は、水槽内の水の流れを制御した。図 17 下のように

四隅から中央に向かってカルマン渦を含む水流を発生させると、ゆらぎを含んだ

多方向水流によって根が四方へと拡張し、養分と酸素を効率よく取り入れられる

状態が維持される 23。発明者の大浩研熱株式会社では、「システム改良によって

メロンの糖度は徐々に高まっているが、クラウンメロンや夕張メロン等の高級メ

ロンに匹敵するような Brix 値にはまだ到達できていない」と報告している。この

養液栽培方式に、本論文で提案する植物油粕／光合成細菌／ＡＬＡ／放線菌の技

術を融合することで、高糖度・安心・高収量の３要素を兼ね備えた戦略的な農産
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物生産システム「Mutant Agro-System」を構築することができるだろう。 

 

３－５ 高品質メロンを題材とした実行可能性の検証 

 

新たな農産物生産モデル「Mutant Agro-System」の収益性について、検証を行

った。参考としたのは、三菱総研が「あおもりモデル」に関して調査報告したコ

スト試算方法である 24。トマトの養液栽培を想定して太陽光利用型の 1ha クラス

の植物工場を建設した場合の収益計算結果である。メロンも、トマトと同様に比

較的強い光を必要とするためにこの算出方法や試算額を参考にすることにした。 

 (a) 単位面積当たりの収穫個数 

町田式水耕栽培では、メロン一株の枝が約 2ｍ四方に広がる。一株当たりの収

穫数は 40 個である 22 ことから、1 平方メートル当たりの収穫数は 10 個とな

る。年間収穫回数が 4 回であることから年間の単位面積当たりの収穫個数は 40

個と計算される。これに対して、土耕栽培では、幅 1m のベルト状敷地にて約

50cm 間隔で栽培されるため 1 平方メートル当たりの収穫個数は 2 個、年間の

単位面積当たりの収穫個数は 8 個になる。町田式水耕栽培システムを採用した

本モデルは、従来の土耕栽培の 5 倍の生産効率を有する(図 18)。 

 (b) 1ha あたりの年間出荷量 

農林水産省の野菜生産出荷統計によれば、土耕栽培を採用している静岡県の温

室メロンの年間出荷量は、1ha あたり 27.2 トンと計算された。(a)より、本モ

デルは単位面積当たりの収穫量が土耕システムの 5 倍であることから、年間収

穫量(総量)を、1ha あたり 136 トンと見込むことができる(図 19)。 

 (c) 事業収益 

東京都築地市場の HP でアールスメロンの品目取扱実績を調査したところ、月

毎に変動はあるものの平均して約 1,000 円であることが分かった。(b)で算出

した出荷量から、年間収入は約 1.36 億円となる。その他の費用(建設費／経費

／減価償却：三菱総研の試算と同額に設定）を差し引くと、単年で 4,600 万円

の利益が確保できるという結果が得られた。初期投資額は大きいものの、高価

格果実を高収量で得られる「Mutant Agro-System」であれば、収益性を確保で

きることが検証できた(図 20)。 
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おわりに 

 

本論文では、日本の農業と油脂産業がともに成長していくことを目標に掲げ、

高価格帯で販売できる品種を高収量で収穫する新たな植物工場システム「Mutant 

Agro-System」を提案した。本システムは、コモディティ農産物の高効率生産を営

む既存の植物工場とは目的を異にしており、ボーダーレスな世界経済の中で日本

農業が独自の地位を獲得するための活路を切り拓く戦略的有効策になり得ると

我々は考えている。 

武器として利用したのは、日本が古来より磨き上げてきたバイオテクノロジー

の技術であった。光合成細菌による発酵処理を受けた油粕は、大量のＡＬＡへと

形を変える。特殊な水耕栽培槽に導入されたＡＬＡは、健やかに繁茂した根から

速やかに吸収され、植物体内の光合成活動を最大限に活性化する。これにより、

農産物の甘味増大と高収量化の両立が実現するのである(図 21)。 

本論文では、養液栽培の具体例としてメロンを取り上げたが、適用可能品種は

狭きに留まらない。イチゴやブドウは、アミノ酸によって食味が向上し、且つ養

液栽培方式で生育が可能な農作物の好例である 27-28。オランダの成功例より、輸

出型農業においては栽培品種を他国が追随できないものに絞ることが肝要と推

知されるが、その観点で言えば、メロン・イチゴ・ブドウの３品種で甘味秀逸な

果実を安定輸出できたならば、日本は世界的な高級果実産出国として十分な名声

を獲得するであろう。 

最後に、本システムが更なる進化を遂げた場合の日本農業の発展可能性につい

て述べる。本論文では、液肥生産の出発原料として油粕を選択したが、将来的に

は油粕以外の植物由来素材にも発酵技術を適用したいと考えている。植物由来素

材として我々が着眼しているのは、野山に豊富に生育する草木である。山間地に

恵まれた日本国土が産出する無限の植物資源を、微生物の力で有用素材へと転換

し、植物工場システムの多拠点化／高収益化に役立てたい。窒素源を多く含む油

粕とは異なり、木材や稲わら等のリグノセルロース系植物は容易には資源化しな

い。しかし、食糧と競合しないこれらを食物生産に役立てることは、持続可能な

社会を実現していく上で非常に有意義である。この考えから、日本の微生物利用

研究に、より一層の進化を期待する。その扉が開かれた時には、過疎が進む山間

地域から資源を得て、地方都市近郊の植物工場で高付加価値農産物を生産し、地

方空港を拠点として国内外への流通ルートを構築できるであろう。日本の地方都

市で踏み出す日本農業の一歩が、世界中の人々の“食”に彩りを加える。冒頭で
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記した杉田玄白の言葉に、日本農業の未来がしっかりと重なることを我々は願っ

ている。 
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図１ 植物油生産量・輸出量の経年推移（出典：農林水産省「食料需給表」より） 

 

 

図２ 油種別生産量の経年推移（出典：農林水産省「食料需給表」より） 
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図３ 植物油粕の輸入量の経年推移（出典：植物油協会ＨＰより） 

 

 

 

図４ バイオマスの再資源化における４視点（出典：農研機構ＨＰより） 
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図５ 大豆を出発物質として得られるもの（出典：植物油協会ＨＰより） 
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図６ 植物の成長に必要な 16 元素（出典：株式会社チャームＨＰ、啓林館ＨＰより） 

 

 

図７ 日本農業を取り巻く課題（出典：農林水産省「生産農業所得統計」より） 



21 

 

図８ 植物工場における今後の野菜生産額予測（出典：植物工場のきほんより） 

 

 

図９ 日本産高級メロンの海外での市場性（出典：在オマーン日本国大使館ＨＰ他より） 
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図１０ 養液栽培の培養液処方例（出典：植物工場のきほんより） 

 

 

 

図１１ 光合成と物質代謝（出典：植物工場のきほんより） 

 



23 

 

図１２ 生体内でのクロロフィルの合成経路（出典：農研機構ＨＰより） 

 

 

図１３ 光合成細菌が活躍するバイオテクノロジー領域(出典：科学技術動向より) 
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図１４ 光合成細菌(Chromatinum sp.)の生育と硫化水素の除去（出典：生物工学より） 

 

 

 

図１５ 有機物の分解プロセスとＰＥＯＮ吸収（出典：ヤンマーＨＰより） 
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図１６ 放線菌由来の有用生理活性物質（出典：信州大ＨＰより） 

 

 

 

 

図１７ 町田式水耕栽培槽の特長（出典：大浩研熱株式会社 出願特許より） 
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図１８ 町田式水耕栽培槽の収穫量試算（出典：東京都産業労働局報告等より） 

 

 

 

 

図１９ 町田式水耕栽培槽の生産効率（出典：東京都産業労働局報告等より） 
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図２０ 本提案での事業計画書（出典：三菱総研調査結果をもとに試算） 

 

 

 

 

図２１ 植物油粕を活用した植物工場リステージ案の全体像 
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表１ 各種バイオマスの含有成分の特長（出典：農研機構ＨＰより） 

 

 

 

 

表２ 各種バイオマスの高位発熱量の比較（出典：農研機構ＨＰより） 
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表３ メロンの甘味(Brix 値)と糖含量の相関（出典：生物環境調節より）

 

 

 

 

 

表４ メロンの甘味とアミノ酸含量の相関（出典：生物環境調節より） 
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表５ 5-アミノレブリン酸(ALA)の用途例（出典：生物工学より） 

 

 

 

 

表６ 光合成細菌中のビタミン・色素含有量（出典：生物工学より） 
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